
［要旨］

2021年5月中旬に発生したイスラエルとガザ地区との激しい軍事衝突は、これまでに

ない特異な面を持っていた。東エルサレムでのパレスチナ人家族強制退去問題やパレス

チナ議会選挙の延期は、パレスチナ人の鬱屈した閉塞感をいっそう高め、軍事衝突の背

景となった。対立はイスラエル国内にも飛び火し、各地でユダヤ系とパレスチナ系の2

集団が衝突し、死者まで出た。バイデン米政権はイスラエル支持を表明したが、米民主

党の多数の議員はイスラエルの軍事攻撃に批判的で、パレスチナ人の人権擁護を訴えた。

これまでと同様、停戦後はガザに対する人道・復興支援が議論されている。しかし現在

のガザ復興のためのメカニズムは現実から乖離したものであり、むしろイスラエルによ

る封鎖を是認している。二国家解決案が完全に行き詰まっている今日、パレスチナ人の

閉塞感はますます高まり、近い将来、再び同じような事態が確実に繰り返されるだろう。

はじめに

イスラエルとガザ地区を拠点とするイスラーム組織ハマースは2021年5月中旬、11日間に

わたり激しい軍事衝突を展開した。今回の衝突はいくつかの点で特異であり、イスラエル・

パレスチナ対立の多面性を明らかにした。東エルサレムでのパレスチナ人家族強制退去問題、

エルサレム旧市街地の聖域をめぐる対立、さらにパレスチナ自治政府の国会に相当する立法

評議会選挙延期など、ガザ問題とは次元の異なる事象が軍事衝突の導火線となった。衝突は

イスラエル国内にも飛び火し、ユダヤ系とパレスチナ系国民（1）の間で暴力事件が多発した。

占領地での問題をきっかけに、イスラエル国内でこれほどまでに対立が激化したことは、過

去になかった。

より大きな背景としては、パレスチナ人社会全体に鬱積し続けている閉塞感がある。2007

年以来、イスラエルによる封鎖が続いているガザは慢性的な人道危機に直面している。2020

年のアラブ4ヵ国とイスラエルとの関係正常化は、アラブ政治におけるパレスチナ問題の比

重の低下を如実に示した。アラブ首長国連邦（UAE）との関係正常化の際、イスラエルはヨ

ルダン川西岸併合計画の「停止（suspend）」を約束した。しかし入植活動を通じた事実上の併

合は着実に進行している。そうして何よりも、占領地にパレスチナ独立国家を樹立し、イス

ラエルとの共存をはかるという二国家解決案に基づく和平達成の可能性はもはや現実味を失
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っている。

以下ではパレスチナ人に閉塞感をもたらし、今回の衝突の導火線となった占領地の事象と

して、東エルサレムにおける強制退去問題の意味、ガザ再建を阻害している構造的な要因、

および選挙延期に象徴されるパレスチナ政治の劣化の3点を検討する。さらにイスラエル国

内のユダヤ系とパレスチナ系の緊張をもたらした背景をパレスチナ問題全体の文脈で概観す

る。加えて米民主党のイスラエル、パレスチナ問題に対する姿勢の変化を取り上げる。

1 伏線となった占領地をめぐる状況

（1） 東エルサレムのシェイフ・ジャッラー強制退去問題

イスラエル・ガザ間の大規模軍事衝突は2008年以来、4回目となる。第1表は過去4回の大

規模衝突の比較である。今回の場合、衝突前の2021年4月にはイスラーム暦とユダヤ暦の関

係から、ラマダーン（断食月）の始まりと、イスラエルの独立記念日を中心とする各種記念

日の時期が重なり、東エルサレムでは緊張が高まっていた。さらに東エルサレムのシェイ

フ・ジャッラー地区でのパレスチナ人家族強制退去問題が、関心の的になっていた。

シェイフ・ジャッラーには「義人」とされる古代ユダヤ人の墓があり、20年ほど前から右

派の入植活動推進団体が周辺を再開発し、ユダヤ人居住地を建設する計画を進めてきた。彼

らはパレスチナ人家族が居住している家屋について、かつての所有者だったユダヤ人、ある

いはその相続人から家屋の所有権を手に入れたと主張し立ち退きを迫ってきた。イスラエル

国内法はユダヤ側の主張に有利に作用しており、これまでに約10家族が強制退去させられて

いる（2）。5月10日はイスラエル最高裁が係争中の4家族に対する判断を示す期日となってお

り、周辺では小競り合いが続いていた（期日はその後に延期）。さらにラマダーン最後の金曜

日となった5月7日に、アル・アクサー・モスク周辺でパレスチナ人とイスラエル治安部隊と

の衝突が発生し、9日までの3日間で500人以上のパレスチナ人が負傷した。これに呼応して

ハマースが10日夕からイスラエルへのロケット攻撃を本格化し、今回の軍事衝突に発展した

のである。
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第 1 表　イスラエル・ガザ間の4回の大規模軍事衝突

（注）　2021年5月10日から21日の間に東エルサレムとヨルダン川西岸でもパレスチナ人27人が死亡した。
（出所）　国連、ガザ保健省、イスラエル軍、各種報道。

2008年12月末―
2009年1月中旬 2012年11月 2014年

7月8日―8月26日
2021年

5月10日―21日

期間 23日 8日 50日 11日

　うち地上戦 16日 （なし） 20日 （なし）

死者

　パレスチナ側 1,400人 160人 2,130人 256人

　イスラエル側 10人 5人 71人 13人

ガザからのロケット発射数 780発 1,500発 4,560発 4,360発

停戦 双方の エジプト、米 エジプト エジプト
一方的停戦 による仲介 による仲介 による仲介



東エルサレムには2019年現在、約35万人のパレスチナ人が住んでいる。彼らはイスラエル

の施政下にあるが、ほとんどはイスラエル国籍を持っておらず、確固とした居住権もない。

シェイフ・ジャッラーと同じような強制退去問題は、旧市街地を含め東エルサレムの多くの

パレスチナ人居住地域で起きている。国際連合人権高等弁務官事務所は5月7日、もし強制退

去命令が実行された場合、被占領地住民の強制移住を禁止したジュネーブ第4条約（戦時にお

ける文民の保護に関する条約）に違反するとの声明を出した。この声明によればシェイフ・ジ

ャッラーを含め2020年時点で、東エルサレムの218のパレスチナ人家族が退去を迫られてい

る（3）。

他方、パレスチナ自治政府の権限は東エルサレムの住民には及んでおらず、日本を含む国

際社会による対パレスチナ支援も東エルサレムを対象としていない。またイスラエルが建設

した「壁」によって、もともとは一体だった西岸のパレスチナ人社会とも切り離されている。

孤立した東エルサレムのパレスチナ人社会の経済は悪化しており、貧困ライン以下の家庭は

2017年現在で75%に上っている。2020年には新型コロナウイルス危機の影響で、約3分の1

が職を失ったと推定されている（4）。

和平プロセスの狭間にある東エルサレムのパレスチナ人住民は、「平和の配当」の恩恵を

受けることもなく、占領国イスラエルの圧力に直接さらされている。そうした中で、シェイ

フ・ジャッラー問題は東エルサレムのパレスチナ人社会の苦境の象徴となった。さらに後に

述べるように、イスラエル国内のパレスチナ系市民との共闘を生み出す契機となった。

（2） ガザ復興を妨げる構造的問題

2007年以来、封鎖下にあるガザの状況は、年を追うごとに深刻さを増している。国連貿易

開発会議（UNCTAD）の試算によると、2007年から2018年までの11年間にガザは封鎖によっ

て、2018年のガザのGDPの6倍に当たる167億ドルの経済的損失（2015年固定価）を被った（5）。

人道的な危機は慢性化しており、2020年には全人口の64%に当たる157万人が何らかの人道

支援を必要としている（6）。

2014年夏の大規模衝突直後、ガザ再建のためのドナー会合がカイロで開催され、合計350

億ドルの拠出がプレッジされた。しかし世界銀行によれば、2018年3月までにディスバース

された資金の合計は188億ドルだった（7）。また復興のペースは遅く、2021年2月に世界銀行

は、攻撃による物理的な破壊の修復はほぼ完了したものの、依然として大掛かりな復興が必

要であると報告している（8）。復興のペースが遅い原因は資金不足もあるが、それ以上にガザ

が置かれた状況そのものにある。

2014年のカイロ会合後、国連とイスラエル、パレスチナ自治政府の3者は「ガザ再建メカ

ニズム（Gaza Reconstruction Mechanism: GRM）」という取り組みを開始した。再建に必要な建築

資材などのガザ搬入を促進することを目的としており、具体的には軍事用にも使える可能性

があるデュアルユース物資の搬入から使用までのプロセスを国連が監視するメカニズムであ

る。つまりデュアルユース物資がハマースなどの手に渡らないことを国連が確認し、イスラ

エルの懸念を解消することを第1の目的とする。確かにGRMによって建築資材の搬入は一定

程度促進された。しかし他方で、GRMはイスラエルの懸念への対応を主目的としているた
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め、物資搬入に関する最終的な決定権はイスラエルが握っている。そのためイスラエルによ

る封鎖を強化・固定化する役割を果たしているとの批判が少なくない（9）。また国連が国際法

違反であるイスラエルによる封鎖に加担しているとの批判もある（10）。

GRMの運用やそれに対する批判は、ガザ問題の本質に関わっている。2006年のパレスチナ

立法評議会選挙でハマースが大勝すると、ガザの状況は大きく変わった。米国が主導する中

東和平カルテットは「イスラエルの承認、これまでの和平合意の受け入れ、テロ放棄」の3

条件を受け入れない限りハマースとは関係せず、ハマースが参加する自治政府への援助も停

止すると決定した（11）。パレスチナ解放機構（PLO）主流派のファタハもライバル組織ハマー

スを弱体化させる好機ととらえた。

反発したハマースは2007年6月、ガザを武力制圧し、それ以来、実効支配を続けている。

他方、イスラエルはガザを封鎖下に置き、エジプトも封鎖に協力してきた。これまでに何回

かファタハとハマースは和解を試みたが、成功していない。米国も「テロ組織」ハマースを

排除するため、両者の和解を妨害してきた。さらに日本を含む主要なドナーもカルテット3

条件を援用し、ハマースとは接触しない政策（no-contact policy）をとっており、その結果、

ガザへの直接的な援助は限定的なものにとどまっている。

GRMはこうした状況を背景に誕生した。ハマースとの接触を回避しているため、ほとんど

のドナーはGRMを通じてしかガザ復興を支援できない。そのGRMは、ガザを実効支配して

いるハマースを完全排除し、国連とイスラエル、それに西岸にしか実際的な足がかりがない

パレスチナ自治政府の3者の合意に基づくものであり、ガザの現実とは大きく乖離している。

今回の軍事衝突を契機に再び、人道支援や再建の必要性が強調されている。しかしイスラエ

ルによる封鎖、ハマースとの接触を拒否する米国を中心とする国際社会、ファタハとハマー

スのライバル関係、さらには和平プロセス自体の行き詰まりという構造的な要因が変化しな

い限り、ガザ問題の解決はもとより、改善もあり得ない。

（3） パレスチナ選挙の延期―民意から乖離するアッバス体制

パレスチナ自治政府大統領マフムード・アッバスは2021年1月、立法評議会選挙を5月22

日に、大統領選挙を7月31日に実施すると発表した。実現すれば評議会選挙は15年ぶり、大

統領選挙は16年ぶりとなるはずだった。それだけにパレスチナ人の間では久しぶりの政治参

加に期待が高まり、パレスチナ中央選挙管理委員会によれば全有権者の93%、255万人が有

権者登録を済ませた。ところがアッバスは4月末、イスラエルが東エルサレム住民の投票に

同意しないことを理由に、評議会選挙の延期を決定した。確かにイスラエルは東エルサレム

での選挙活動を禁止していた。その一方で、東エルサレム住民の投票に同意するかどうかの

判断を示していなかった。また投票所の設置場所を工夫するなどの技術的な対応で、東エル

サレム住民による投票は可能との指摘もあった（12）。

評議会選挙の注目点のひとつは、ハマースがどのような結果を残すかにあった。さらに与

党ファタハから分離した2つの反主流派がそれぞれ独自の候補者リストを結成し、選挙に参

加したことである。ファタハ分裂の背景には、民意を問わないまま強権化する一方のアッバ

ス体制への強い批判がある。2021年3月に行われた世論調査によれば、アッバスの辞任を求
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める声は68%に上っており、自治政府に腐敗があると考えている回答者は84%もいた（13）。

それだけに大敗を恐れたアッバスとファタハ主流派が東エルサレムでの投票問題を口実に

選挙を事実上、無期延期したとの見方が強まり、パレスチナ人の不満が増大した。延期決定

前から、選挙を延期すれば自治政府の正統性はますます損なわれ、パレスチナ人の間に落胆

や失望がさらに広がると指摘されていた（14）。こうした懸念にもかかわらず、アッバスは選挙

を延期した。この結果、参政権を初めて行使するはずだった若者の失望は大きく、彼らは自

分たちの代表を選ぶ権利を自治政府が奪ったと見なした（15）。

選挙への参加を通じパレスチナ政治全体への発言権を得ようとしていたハマースも不満を

強めた。ただ今回の選挙延期決定の背景に、ハマースを排除しようとする米国の意向があっ

たかは明らかではない。それでもハマースの影響力拡大を危惧したバイデン政権がアッバス

に対し、選挙延期に反対しないとのシグナルを送ったと報道されている（16）。いずれにしても

選挙延期が決まった4月末は東エルサレムで緊張がすでに高まっていた時期であり、民意に

正面から向き合わないアッバス体制の本質をあらためて示した。

2 パレスチナ系イスラエル国民が示した連帯感

今回の衝突を特に際立たせた事象のひとつは、対立がイスラエル国内にも飛び火したこと

である。イスラエル国籍を持つパレスチナ系とユダヤ系住民が混住している都市で、両住民

間の衝突や放火などが多発し死者まで出た。2014年のイスラエル・ガザ間の大規模な軍事衝

突の際にもパレスチナ系国民がデモなどを行ったが、これほど激しい衝突は発生しなかった。

パレスチナ系国民は2020年現在で約193万人、全人口の約21%を占めている。パレスチナ系

は法律上、平等な国民として扱われているが、実際には「二級市民」として、教育や就職な

どさまざまな面で差別されてきた。経済状態も悪く、貧困ライン以下の家庭は2018年現在、

イスラエル全体では20%だったが、パレスチナ系の場合44%と半数に近かった（17）。

イスラエルのユダヤ社会が大きく右傾化し、ユダヤ民族主義を強調する傾向が強まってい

ることも、パレスチナ系国民の置かれた状況を難しくしている。その端的な例が、2018年7

月に成立した「基本法：ユダヤの民の民族国家としてのイスラエル」である。同基本法はイ

スラエルを「ユダヤの民のナショナル・ホーム」と規定するなど、ユダヤ性を強く打ち出し

ている。公式カレンダーはユダヤ暦で、グレゴリオ暦も使用するとしているが、イスラーム

暦への言及はない。以前は第2国語とされていたアラビア語には「特別な地位」が与えられ

ているだけであり、その扱いは明確ではない。そのためパレスチナ系からは、自分たちの民

族的アイデンティティーに基づいた権利を基本法は否定しているとの批判が続いていた。

パレスチナ系が直面している状況は、世論調査結果にも表れている。イスラエル民主研究

所の2020年の調査によれば、ユダヤ系回答者の75%が「平和や安全保障など国家にとって死

活的な問題は、ユダヤ系だけで決定すべき」との考えを支持している。また「イスラエルは

パレスチナ系国民にも同じように民主的である」と考えるパレスチナ系の割合は、2017年の

45%から2020年には35%に減少している（18）。

こうした中で、パレスチナ系はパレスチナ人としてのアイデンティティー、さらに占領地
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のパレスチナ人との連帯意識を強めていると考えられる。実際、シェイフ・ジャッラーでの

抗議活動や東エルサレムの衝突に、相当数のパレスチナ系国民が参加したようだ。居住家屋

からの強制退去問題はイスラエル国内でも起きており、パレスチナ系国民にも共通している。

例えば現在はテルアビブの一部となっている昔からのパレスチナ人の町ヤッフォ（ジャッフ

ァ）では、近年の再開発の結果、多くのパレスチナ系住民が自分たちの住まいを失う恐れに

直面している（19）。また宗教シオニズム組織が、イスラエル各地の両民族が混住している都市

でユダヤ系住民の数を増やす運動を展開し、パレスチナ系住民との軋轢を生んでいる。今回、

激しい衝突で非常事態宣言まで出されたイスラエル中部の都市ロッドは、こうした運動の拠

点のひとつだった（20）。

一連の対立や軍事衝突の最中の5月19日、イスラエル国内と東エルサレムを含む西岸の2

つのパレスチナ人社会で、大規模な連帯ゼネストが同時に行われた。これほどまでの連帯ゼ

ネストの同時実施は初めてだった。イスラエルは国内の2民族の「共存」を強調してきた。

しかし、和平プロセスが崩壊状態にある現在、イスラエル国内でも別の形で「パレスチナ問

題」が噴出し、占領地のパレスチナ人の閉塞感と共振し始めている。

3 変化した米民主党のイスラエル／パレスチナ姿勢

イスラエル・ガザ間で大規模な衝突が始まると、バイデン大統領はイスラエル、パレスチ

ナ双方に事態の鎮静化を働きかける一方で、イスラエルの自衛権に対し強い支持を表明した。

その後、バイデンは対立緩和をネタニヤフ=イスラエル首相に迫ったが、即時停戦を求める

国連の動きには同調せず、イスラエルを支持する歴代米政権の伝統的な姿勢を変えなかった。

だが与党の民主党からは、イスラエルに批判的な声があがった。軍事衝突が始まる以前に、

上下両院の民主党議員の間ではシェイフ・ジャッラー問題への懸念が出ていた。下院では国

務長官アントニー・ブリンケン宛てに、強制退去はジュネーブ第4条約違反との立場表明を

求める書簡が起草され、最終的に25人が署名し発出された（21）。武力衝突開始後の16日には、

上院民主党議員の半数を超える29人が連名で即時停戦を求める声明を発表した（22）。また下院

でも19日、やはり民主党議員の半数を超える138人がバイデンに宛て、「暴力の停止に向けた

より断固とした行動」をとるよう求める書簡を出した（23）。

このように民主党では上下両院とも、議員の半数以上がバイデン政権に対しイスラエルへ

の基本姿勢を変えるよう求めた。民主党全体としてはイスラエル支持は揺らいでいないが、

人権や社会正義の観点からパレスチナ人の権利を重視する動きが強まっているようだ（24）。そ

れだけにイスラエルの自衛権だけが尊重されることへの違和感も出ている。武力衝突が始ま

った直後の5月10日の会見で、記者から自衛の原則はパレスチナ人には適用されないのかと

質問され、国務省報道官ネッド・プライスは答えに窮した（25）。

より多くの民主党議員がパレスチナ人の人権状況などを重視するようになった背景には、

民主党支持者の変化を反映されている。第2表で示した2021年3月の世論調査結果から明ら

かなように、民主党支持者の間では依然として「イスラエルに共感」を覚える者の割合が多

いものの、「パレスチナに共感」を覚える者の割合と大差はない。また半数を超える53%が
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米国は「よりイスラエルに圧力を」と回答しており、「よりパレスチナに圧力を」の29%を

大きく上回っている。

米国ブルッキングス研究所所長のタマラ・コフマン・ウィッテスは2015年の段階で、民主

党支持者が多い米国人の若い世代はイスラエルに批判的になっているため、民主党のイスラ

エル支持が将来変化する可能性があると指摘していた（26）。ウィッテスが指摘した民主党のイ

スラエル批判の傾向は、すでに顕在化しつつあるといえよう。

では共和党とイスラエルとの関係はどうだろうか。第2表の通り、共和党支持者は圧倒的

にイスラエルを支持している。共和党支持者の中核は白人キリスト教徒福音派であり、彼ら

は信仰上の理由からイスラエルを支持し、共和党も1990年代ごろから親イスラエル政策に大

きくかじを切った。だが白人福音派のイスラエル観にも変化が生じているとの指摘がある。

イスラエルを支持している34歳以下の若い福音派の割合は、2018年の75%から2021年には

34%に減少している。減少の背景についてシブリー・テルハミは、関心の多様化に伴い若い

福音派はイスラエルへの関心を弱めている上、人権や社会正義なども重視するようになって

いると分析している（27）。そうであるとすれば、白人福音派のイスラエル支持の傾向にも将来

変化が生じる可能性は否定できず、最大の支持基盤の変化に合わせて共和党の対イスラエル

政策も変化するかもしれない。

結　び

エドワード・アザールらは、アラブ・イスラエル紛争は継続的な敵対関係がさらなる敵対

関係を生み出す「引き延ばされた社会的紛争（protracted social conflict）」であり、紛争の強度

が低下したり、紛争そのものが変容することは極めて難しいと論じている（28）。紛争をアラブ

諸国とイスラエルとの局面に限定すれば、UAEなどの関係正常化にみられるように、アラブ

諸国のほとんどはイスラエルとの敵対関係を変化させ、関係を拡大してきた。関係の変化は、
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第 2 表　国の支持政党別のイスラエル／パレスチナ観

（出所）　Lydia Saad,“Americans Still Favor Israel While Warming to Palestinians,”Gallup, 
March 19, 2021〈https://news.gallup.com/poll/340331/americans-favor-israel-warming-
palestinians.aspx、2021年5月25日アクセス〉。

共和党支持 民主党支持無党派

どちらにより共感？

　イスラエル 80 55 43

　パレスチナ 10 25 38

　どちらでもない／無回答 10 20 19

米の圧力

　よりパレスチナに 65 44 29

　よりイスラエルに 17 31 53

パレスチナ国家樹立

　支持 38 49 67

　反対 50 40 22

（%）

https://news.gallup.com/poll/340331/americans-favor-israel-warmingpalestinians.aspx


中東における脅威の多様化や経済改革の必要性など長期的、構造的な要因に基づいている。

そのため関係拡大のスピードは今回の衝突で多少鈍るだろうが、全体の流れに大きな変化は

ないだろう。

一方、パレスチナの地をめぐるパレスチナ人とユダヤ人の紛争は、今回の対立の多面性が

示しているように、さらなる敵対関係を生む「引き延ばされた社会的紛争」の性格を体現し

ている。特にイスラエル国内でのユダヤ系とパレスチナ系の2つの集団の衝突は、将来にわ

たる重い課題をイスラエルに突き付けている。総選挙を何回行っても安定的な連立政権がで

きない状態で、政治指導者や政党は常に次の選挙を意識し、より強硬な姿勢に傾いている。

そのためユダヤ系政党とパレスチナ系政党との関係は微妙なものになっている。今回のイス

ラエル国内での衝突はそれ以上に、混住都市の状況がいかに危ういものであるかを示した。

同じような混住状態は入植活動によって、東エルサレムや西岸でも進行してきた。今や占領

地を含むイスラエルの支配地域全体で、「一国家二民族状態」が出現しつつある。

この点だけを考えても、2民族の住み分けを前提としている二国家解決案の実現は不可能

であろう。こうした状況の中で、日本を含む国際社会は何をするべきなのだろうか。ひとつ

にはこれからも長期にわたりイスラエルの支配下に置かれるパレスチナ人社会のレジリエン

スを強化するための支援を拡大すべきである。同時にGRMにみられるような現実から乖離

したガザ問題への対処を根本から是正する取り組みを実施すべきである。国際刑事裁判所

（ICC）はイスラエル／パレスチナをめぐる戦争犯罪に関する捜査を近く正式に開始する。イ

スラエル、米国はICCに加盟しておらず、ICCの捜査開始に反対しているが、ICCの捜査はパ

レスチナ問題を国際法や人権の視点からあらためて検討する新たな機会を提供するに違いな

い。
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